
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

この度、外務省が進める中小企業の海外展開を支援する新たな調査・事業に、横浜市内の中小企

業が採択されたことについて、外務省からの発表がありました。これらの調査・事業は、市内企業

の海外展開支援を目的とした「横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際技術協力」（Y-PORT

事業）に、横浜市との連携に関する提案があった 3 社からの調査・事業企画が採択されたものです。 

横浜市は、引き続き市内中小企業の海外展開を支援してまいります。 

外務省ホームページ URL： 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kanmin/chusho.html 

 

１．外務省の調査・事業に採択された市内中小企業 

受託企業名 対象国 企画名 

アムコン株式会社 フィリピン国 浄化槽汚泥の脱水装置の普及化事業 

上野グリーンソリューションズ株式

会社 

フィリピン国および

インドネシア国 

新興国および大洋州の島国における“ソーラーハイ

ブリッドシステム”（ディーゼル発電と太陽光発電の

ミックスによる発電システム）の普及に関する調査 

萬世リサイクルシステムズ株式会社 フィリピン国 資源循環推進事業創出に関する調査 

 

２．Y-PORT 事業における中小企業の支援 

 

  

(1)横浜市とセブ市の覚書 (2)共創 Y-PORT ワーキング (3)セブ市合同調査(ビジネスマッチング) 

 

次頁あり 

横浜市は、新興国等の都市課題解決の支援と市内企業の海外展開支援を目的として、公民連携による

国際技術協力（Y-PORT 事業）を進めており、市内企業の海外展開の支援を進めています。 

 (1)横浜市とセブ市の持続可能な都市づくりに向けた技術協力に関する覚書（H24.3.28） 

 (2)共創 Y-PORT ワーキングでの市内企業との意見交換等（H24.6.8） 

 (3)市内企業等とのセブ市合同調査（H24.7.29-8.2、20 社・団体から 32 名が参加。上記 2 社が参加） 

 (4)平成２４年度政府開発援助海外経済協力事業委託費の採択調査・事業の発表 

「Y-PORT フロント」（企業からの国際技術協力等に関する提案・相談窓口）に提案があった 3 社の調

査・事業企画が採択 

平 成 2 4 年 1 2 月 2 8 日
政策局共創推進室国際技術協力課

横 浜 市 記 者 発 表 資 料

Y-PORT 事業を通じて 

横浜市内中小企業が外務省の海外経済協力事業に採択されました。 

初めて 



 

 

 

【参考-１：調査・事業を実施する受託企業について】 

（1）アムコン株式会社 

主な事業内容 従業員規模 所在地 

汚泥脱水・汚泥処理 65 人 港北区新羽町 1926 

同社のコメント：  当社は、独自に開発した汚泥脱水機「ヴァルート」において世界４９カ国１８００台以上の

実績を有しています。Y-PORT 事業を通じて、排水処理の実施に課題のある地域において、当社の便利で安

価な汚泥脱水機を普及させることにより、排水処理全体の効率化に貢献して参りたい。 

 

（2）上野グリーンソリューションズ株式会社 

主な事業内容 従業員規模 所在地 

太陽光パネルの販売、施工および発電事業 30 人 中区山下町 46 番地 

同社のコメント：  当社は、フィリピンで発電施設の建設、運営の実績を有しています。今後は、Y-PORT 事

業と連携して、東南アジアやミクロネシア諸島などの離島や電力インフラが行き届いていない地域に、太陽光と

ディーゼルのハイブリッドシステムによる発電施設を普及させ、便利で安価な電力提供に貢献して参りたい。 

 

（3）萬世リサイクルシステムズ株式会社 

主な事業内容 従業員規模 所在地 

廃棄物処理・廃棄物一元管理コンサルサルティング 28 人 金沢区鳥浜町 17 番地 3 号

同社のコメント：  当社は、長年培ってきた廃棄物処理の技術を活かし、Y-PORT 事業を通じて G30 や 3R

夢（スリム）等の廃棄物処理に関する先進的な行政ノウハウを有する横浜市のアドバイスを頂きながら、フィリピ

ン共和国セブ市において廃棄物の資源化業務展開の可能性調査を実施します。 

 

【参考-２：外務省が進める中小企業の海外展開を支援する新たな調査・事業】 

 

１．事業名 ：ＯＤＡを活用した中小企業等の海外展開支援に係る委託事業 

平成２４年度政府開発援助海外経済協力事業委託費による「案件化調査」，「途上国

政府への普及事業」 

２．発注者 ：外務省 

３．事業内容 

・案件化調査：中小企業等からの提案に基づく，ＯＤＡ事業への展開のための案件化調査 

・途上国政府への普及事業：中小企業等からの提案に基づく，製品・技術等の途上国政府関係機関にお

ける試用・導入の働きかけ 

 

お問い合わせ先 

政策局共創推進室国際技術協力課 担当課長 奥野 修平    Tel 045-671-4393 

 


